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ない課題を抱えているケースが多
い。
そこで、グローバル全体を見据
えた将来のシステム像を描き、そ
こに至るステップを着実に実行し
ていこうという企業の挑戦が始ま
っている。筆者の所属するNRI関
西支社では、グローバルに活躍す
る企業をITの側面から支援して
いる。ここでは、世界40カ国以上
でビジネスを展開する企業などに
対するシステム企画・開発・展開
支援の経験から得られた、グロー
バルITシステムを構築する上で
のキーポイントを紹介したい。

グローバルITシステム設計
の勘所
グローバルITシステムのグラ

多くのグローバル企業が
直面する課題
日本企業の海外展開が加速して
いる。円安や中国の人件費高騰に
起因した国内回帰の流れも見られ
るが、全体としてはアジアを中心
とした経済成長を自社のビジネス
に取り込む動きは止まらない。
ビジネスの活動領域が地理的に
拡大していく中で、拠点間をつな
ぐITシステムが果たす役割はま
すます大きくなってきている。し
かし現状では、さまざまな問題が
存在している。たとえば、過去に
試行錯誤して構築してきた海外拠
点向けの仕組みが陳腐化していた
り、海外拠点のIT部門の活動が
本社から把握できなくなっていた
りと、小手先の改善では解決でき

ンドデザインを描くにあたって、
標準化と現地化のバランスは最も
重要な検討事項の 1つである。シ
ステムを標準化するメリットに
は、①ベストプラクティスの適用
による業務効率・品質の向上、②
汎用インフラ化による迅速な事業
拡大への貢献、③多重投資の解消
とスケールメリットによるコスト
削減、④ITガバナンスの強化な
どが挙げられる。一方、現地化を
進める理由としては、①現地の法
律やルールへの対応、②現地特有
のマーケティングや独自のビジネ
スプロセスの取り込みなどがある。
標準化と現地化は一般的にトレ
ードオフの関係にある。つまり、
それぞれの企業が自社にとって最
適なバランスを図りながら、標準
化と現地化の採用割合を検討する
必要がある。

標準化と現地化のバランス
グローバルITシステムの標準
化と現地化については、一般に企
業が取り得る方針は次の 3つに分
類できる（図 1）。

①ベストプラクティス適用型

　（標準化＞現地化）

標準システムをできる限りその
まま各国に適用し、現地化を最小

海外法人を含めグローバルに利用するシステム（グロー
バルITシステム）を構築・展開・運用する場合、国内向
けシステムとは異なる観点での検討が必要になる。最も重
要な検討事項の一つは業務・システムの標準化と現地化で
ある。標準化と現地化によって得られるメリットはトレー
ドオフの関係にあるので、それぞれの企業が自社にとって
最適なバランスを検討すべきである。その上で、国による
違いをグローバルITシステム本体とローカルシステムの
どちらで吸収するかをシステム統制やコストを基準に決定
することで、システムの全体像を描くことができる。
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限に留める方式。各国向けの調整
が少ないので、導入にかかるコス
トや時間が削減できる。またIT
ガバナンスも作用させやすい。こ
の方式を採用するには、各国の業
務プロセスで標準化できる範囲が
大きいことが前提となる。

②共通ルール型（標準化＆現地化）

標準システムをベースとして使
う一方で、各国が共通で守るべき
ルールを設定し、それを守ること
を義務付けた上で、ほかの部分に
ついては各国の要件に応じたシス
テムを許容する方式。共通ルール
には、決められたインターフェー
ス仕様でグローバルITシステム
にデータ連携することや、ローカ
ルシステムの構築やソフトウエア
の選定にあたって守るべき基準な
どがある。

③現地最適追求型

　（標準化＜現地化）

各国で異なるシステムを採用・
構築し、国ごとに最適化を図る方
式。グローバルITシステムとし
ては最低限の情報を集約する機能
だけを持つ。国によって業務プロ
セスが大きく異なる場合や、重要
度が高い国々において現地でシス
テムを最適化して競争力を強化す
る戦略を選択する場合などに採用
が考えられる。
以上の 3つはあくまでも相対的
な分類だが、まずは自社が進むべ
き方向について大枠のイメージを
持ち、検討の軸を作ることが重要
である。その上で、現地化と標準
化のバランスについて、もう一段
掘り下げて実際のシステムへの落
とし込みを検討することが必要で
ある。以下に、そのための視点を

示す。ここでは「共通ルール型」
を前提として記載するが、「ベス
トプラクティス適用型」や「現地
最適追求型」の場合でも現実的に
は現地化や標準化がゼロになるこ
とは稀なので、参考になると思わ
れる。

「可変部分」による
柔軟な現地化対応
共通ルール型で、グローバル
ITシステムを構築する際の概念
が図 2である。この図ではシステ
ムを 3つの部分に分けている。全
拠点で共通のビジネスロジックを
実装する「コア部分」、国や地域
の違いに応じて微調整を行う「可
変部分」、各国で独自に構築・導
入する「外部システム」がある。
コア部分と可変部分が業務・シス
テム標準化のベースとなるグロー
バルITシステムとなり、それと
連携して機能する外部システムと
合わせてすべての業務をカバーす
る。
グローバルITシステムのグラ
ンドデザインを描いていく中で、
自社の各業務がコア部分、可変部
分、外部システムのいずれで対応
すべきかを見極めていく。
コア部分は、その企業のあるべ
き業務やビジネスルールに基づい

図1　グローバルITシステムの標準化と現地化のタイプ
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て構築されたシステムである。こ
こで重要なのは「現時点で共通し
ている業務」ではなく、「あるべ
き姿」という点である。この基準
に合致していない方法で業務を行
っている国があるならば、システ
ム導入を契機に業務の標準化を行
う。
システムは業務標準化の強力な
ツールである。それまで曖昧だっ
た標準プロセスやルールがシステ
ム導入の中で明確化される上に、
システムに業務を合わせる作業を
通じて、明確な方向性を持って業
務変革を推進できる。グローバル
ITシステムの推進者は、同時に
業務変革の主体となることが期待
される。
グローバルITシステムの中で
も、国による違いを吸収するのが
可変部分である。これは、本社で

用意したシステムのうち、機能の
メニュー化やパラメータ化などに
よって各国業務に合わせることが
できる、柔軟性を持った部分であ
る。
外部システムは、定められたイ
ンターフェース仕様に従ってグロ
ーバルITシステムに接続される
各国独自のシステムであり、これ
を含めて各国の業務プロセスがカ
バーされる。
では、グローバルITシステム
の設計時に、現地化を可変部分と
外部システムのどちらで対応する
かを判断するには何を考慮すべき
だろうか。
1つはシステム統制である。可

変部分はグローバルITシステム
内での現地化対応なので、本社側
のIT部門が詳細を把握している
上に、将来の変更に関してもチェ

ック機能を果たすことが可能であ
る。データの安全な保管やアクセ
ス権の制御の面でも統制を適用さ
せやすいので、個人情報や機密情
報の保護にも有効である。
次にコストである。可変部分上
で、パラメータやメニューから各
国の必要な機能を選択できるよう
にすることで、各国がそれぞれに
機能を開発・導入するよりもトー
タルコストを削減することが可能
である。現実には、多様な地域で
ビジネスを展開している場合、グ
ローバルITシステムの設計段階
で、すべての国の要件を正確に把
握し、仕様を確定することは困難
なケースも多い。そのような場合
には、当初は各国の業務で差異が
あると見込まれる部分を後で変更
可能なようにパラメータ化してお
き、その先の仕組みは各国での展
開に伴って要件が明確になった時
点で追加開発するという選択肢も
ある。この方法により、要件の理
解が不十分な段階で無駄な開発を
行ってしまうリスクを低減させ、
初期投資額を抑えることができる。
また展開国が増えるにつれ、そ
れ以前の国に対して開発した機能
が活用できるケースが増えるた
め、システム導入のスピードも時
間と共に上がっていく。このよう

図2　グローバルITシステムの標準化と現地化のモデル
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は、屋上屋を重ねた複雑なものに
なっていたり、日本人の高い事務
処理能力や暗黙知を前提としてい
たりして、グローバルITシステ
ムとして展開する際に障害となる
こともあるからだ。
そのような場合には、よりシン
プルなシステムや業務プロセスを
持つ他国の仕組みをベースとする
ことで、多様なビジネス環境に対
応しやすい、軽くて強い標準シス
テムを構築できる可能性がある。
実際にNRIの顧客企業において
も、最大のビジネス規模を持つ母
国・日本の仕組みをあえて採用せ
ず、進出先の国で利用されている
シンプルなシステムを標準として
グローバル展開し、最終的にそれ
を日本に逆輸入する方針を選択し
た例もある。

自社に適した
グローバル化の追求
本稿では「標準化と現地化」を

に、可変部分を意識したシステム
設計とすることで、現地化を行い
つつも標準化のメリットも享受す
ることできる。一方、各国の業務
要件が著しく異なる場合など、可
変部分での対応が適切でないこと
もあるので、各企業の実態に即し
た判断が必須である。

標準化のベースとなる
システム選定
標準化について別の観点からも
掘り下げてみたい。
日本企業の場合は、本社があり、
最大のビジネス規模がある日本の
システムをベースとしてグローバ
ルITシステムを構築することが
多い。IT部門が日本にあり、メ
ンバーが日本の仕組みに最も精通
している場合、そのような判断と
なるのは自然な流れではある。し
かし、本当にそれがベストな選択
なのかはきちんと検討すべきであ
る。なぜなら本国＝日本の仕組み

中心に紹介したが、グローバルに
展開するITシステムを構築・運
営するには、多言語化や複数のタ
イムゾーンへの対応、各地で発生
する変更要件の管理、そして多文
化・多拠点への展開のマネジメン
トなど、国内向けシステムとは異
なる課題に対応していくことが求
められる。
困難な課題ではあるが、自社に
適したグローバルITシステムを
構築することは、今や多国展開す
る企業にとって必須である。NRI
は実践的経験の中で蓄積してきた
ノウハウを活かして、今後も日本
企業のグローバル化に貢献してい
く。
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